Purposivism and Textualism in the Roberts Court (1): NLRB v. SW General Inc. by Inoue, Yoshihito
























































――King v. Burwell. 576 U.S. __(2015)――」立命館法学 2015 年第４号 336 頁（2015 年）。
広島法学　42 巻１号（2018 年）－ 260
－ 95 －
裁は、初期型の目的主義を全面に出してくることはなくなった。








　初期型の目的主義の立場を表明したとされる判決が、1892 年の Church of 
Holy Trinity v. United States（３）である。Holy Trinityは、外国人を受け入れて労働
させることを禁止する法律が、教会によるイギリス人牧師の受け入れにも適
用されるかが争われた。法律は、「合衆国内で労働またはその他のあらゆる役





　(ｱ) 制定法の “文言（letter）” は、あきらかに牧師も包摂する。
　(ｲ) その “精神（spirit）” は、連邦議会の意図を示唆している。

























（４） 　Note, The Rise of Purposivism and Fall of Chevron: Major Statutory Cases in the Supreme 
Court, 130 HARV. L. REV. 1227, 1227-1228 (2017).
（５） 　スカリアのテキスト主義を研究する論攷として、大林啓吾＝横大道聡「連邦最高裁
裁判官と法解釈――スカリア判事とブライヤー判事の法解釈観」帝京法学第 25 巻第２
号 152 頁（2008 年）がある。
（６） 　See ANTONIN SCALIA, A MATTER OF INTERPRETATION: FEDERAL COURTS AND THE LAW 
(new ed., 2018). 坂田は、「立法目的は大部分がフィクションであり、たとえ実際にあり
うるとしても、条文（text）だけが、その文脈において信頼しうる唯一の証拠であると
主張する」とスカリアの考えを要約している。坂田・前掲注（2）337 頁。

























（７） 　Thomas W. Merrill, Essay, Textualism and the Future of the Chevron Doctrine, 72 WASH. U. 
L.Q. 352 (1994).
























（９） 　See, e.g., Abbe R. Gluck, The Supreme Court, 2014 Term--Comment: Imperfect Statutes, 
Imperfect Courts: Understanding Congress's Plan in the Era of Unorthodox Lawmaking, 129 
HARV. L. REV. 62, 90 (2015).
（10） 　Note, supra note 4, at 1228.
（11） 　See HENRY M. HART, JR. & ALBERT M. SACKS, THE LEGAL PROCESS: BASIC PROBLEMS IN 
THE MAKING AND APPLICATION OF LAW 1378 (William N. Eskridge, Jr. & Philip P. Frickey 
eds., 1994).






















（12） 　Richard M. Re, The New Holy Trinity, 18 GEEN BAG 2D 407, 408 (2015). 日本語訳は坂田・
前掲注（2）338 頁を参照した。
（13）　Jonathan T. Molot, The Rise and Fall of Textualism, 106 COLUM. L. REV. 1, 2-3 (2006).
（14）　Note, supra note 4, at 1229.

























（17）　Manning, supra note 8, at 91 (emphasis omitted).
（18）　Id., at 93.
（19）　John F. Manning, The New Purposivism, 2011 SUP. CT. REV. 113, 117.
（20）　Note, supra note 4, at 1230.
広島法学　42 巻１号（2018 年）－ 254
－ 101 －
　Chemical Weapons Convention Implementation Act of 1998 にいう「化学兵器



































　Utility Air Regulatory Group v. EPA（23）は、大気浄化法（Clean Air Act）のもとで、
環境保護庁（Environmental Protection Agency, EPA）に温室効果ガスの規制権
限があるかが争われた。大気浄化法は、大気の重大汚染を防止するためのプ




染物質（any air pollutant）を年間 250 トン以上排出する能力をもっているす
べての固定排出源」（25）と定義していた。
　EPAの主張は、この「何らかの大気汚染物質」には、温室効果ガスも含ま
（22） 　Note, supra note 4, at 1231-1232. しかも法文をほとんど分析していない点をみれば、
Holy Trinityの初期型目的主義に近いとの評価もある。Id.
（23） 　134 S. Ct. 2427 (2014).本判決を研究する論攷として、森田崇雄「『重要問題』に係る
行政機関の制定法解釈と Chevron敬譲」関西大学法学論集第 67 巻第３号 603 頁（2017
年）、横山丈太郎「Utility Air Regulatory Group v. EPA （温室効果ガスへの大気浄化法の
適用に関するアメリカ合衆国連邦最高裁判所判例）」山梨学院大学法学論集第 76 号 167
頁（2015 年）等がある。
（24）　42 U.S.C. § § 7475 (a) (1),7479 (2) (c).
（25）　42 U.S.C. § 7479 (1).






















（26）　42 U.S.C. §  7602 (g).
（27）　549 U.S. 497 (2007).
（28）　UARG, supra note 23, at 2442.
（29）　Id., at 2440-2441.
（30）　FDA v. Brown & Williamson Tobacco Corp., 529 U.S. 120, 133 (2000).


























（33）　Note, supra note 4, at 1234. Holy Trinityの目的主義により近いと論じている。Id.
（34） 　135 S. Ct. 1074 (2015). 本判決を研究する論攷に松本圭史「司法妨害罪における魚の『有
体物』該当性――Yates v. United States, 135 S. Ct. 1074 (2015)――」比較法学第 50 巻第 3
号 88 頁がある。
























（35）　18 U.S.C. § 1519.
（36）　Yates, supra note34, at 1078. 
（37）　Id., at 1079.
（38）　Id.








　King v. Burwell（40）は、内国歳入法典 36 条Ｂの定める「州によって創設され
た取引所（exchange）」に、連邦によって創設された取引所が含まれるかが争
われた。
　事案は次のようである。医療保険改革法（the Patient Protection and 













（40） 　135 S. Ct. 2480 (2015). この判例を研究する論攷として、坂田・前掲注（2）。また森田・
前掲注（23）89 頁以下も参照。
（41）　King, supra note 40, at 2490.
（42）　Id.









































れた事件が、NLRB v. SW General Inc., 137 S. Ct. 929 (2017)であった。次にこ
の事件をやや詳細にみておこう。
４．NLRB v. SW General Inc.にみられる解釈手法
　..　ここでの関心











































て 365 日間に、官吏または公務員が、90 日以上の間、当該機関にお
いて一定の地位についていた場合で；かつ
　　（B） 　サブパラグラフ（A）に定める地位の賃金水準が、一般俸給表



































臨時代理事務総長に就任するように命じた。ソロモンは、NLRBの Office of 







を指名することとして、ソロモンの指名を取り下げた。上院は 2013 年 10 月
29 日に、その新たな候補者を追認した。ソロモンは、この間、NLRBの臨時
代理事務総長として業務をおこなっていた。
（48）　29 U.S.C. § 153(d).


























（50）　29 U.S.C. § § 153(d), 160(b).
（51）　360 N.L.R.B. No. 109 (2014).
（52）　796 F.3d 67, 78 (C.A.D.C. 2015).























（53） 　Id., at 72. なお、FVRAは、FVRAに違反してなされた行為は当初から無効であると





























（54）　See Pfizer Inc. v. Government of  India, 434 U.S. 308 (1978). 
（55） 　See Koons Buick Pontiac GMC, Inc. v. Nigh, 543 U.S. 50, 60-61(2004); L. FILSON, THE 
LEGISLATIVE DRAFTER'S DESK REFERENCE 222 (1992). 
（56）　Knight v. Commisioner, 552 U.S. 181, 188 (2008).




“notwithstanding” の通常の意味は、“in spite of” あるいは “without prevention or 

















　我々はこれに同意しない。当局は、「expressio unius est exclusio alterius、　す
なわち、『結合した集合または一連のもののうちの一つに言及することは、言
及されなかった残余を排除する』」という解釈規準に依拠している（59）。
（57） 　Webster's Third New International Dictionary 1545 (1986); Black's Law Dictionary 1091 (7th 
ed. 1999) ("Despite; in spite of").































（59） 　Chevron U.S.A. Inc. v. Echazabal, 536 U.S. 73, 80 (2002)(quoting United States v. Vonn, 535 
U.S. 55, 65(2002))｡
（60）　Marx v. General Revenue Corp., 568 U.S.__ (2013).
（61）　Echazabal, supra note 59, at 81.






























（62） 　Williams v. Taylor, 529 U.S. 362, 404 (2000)（「制定法の節や単語に、可能な限り、意味
をもたさなければならない……というのが、制定法解釈の基本原理である」）。


























（64）　See State Farm Fire & Casualty Co. v. United States ex rel. Rigsby, 580 U.S.__(2016). 
（65）　See Ragsdale v. Wolverine World Wide, Inc., 535 U.S. 75, 79, 118 (1998). 


























（66）　See Milner v. Department of Navy, 562 U.S. 562, 572 (2011). 

















（68） 　See Zuber v. Allen, 396 U.S. 168, 185, n. 21 (1996); Alexander v. Sandoval, 532 U.S. 275, 292 
(2001).
